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Ⅰ  多 賀 城 市 教 育 委 員 会 の  

点 検 ・ 評 価  



 



Ⅰ 多賀城市教育委員会の点検・評価 

 １ 教育委員会の点検・評価 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」が平成１９年６月に一部改正

され、平成２０年度から教育委員会が教育行政事務の管理及び執行状況につい

て点検・評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、議会に提出するとと

もに、公表することが義務付けられました。 

このことから、前年度実施した事業のうち、主要な事業について点検・評価

を実施し、教育行政に関する学識経験者の意見を付した報告書をとりまとめま

した。 

なお、点検・評価は「第六次多賀城市総合計画」及び「多賀城市教育振興基

本計画」の体系に沿って、実施しています。 

 ■地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋）■ 

  （教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により

教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定に

より事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況

について点検及び評価を行い、結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出

するとともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験

を有する者の知見の活用を図るものとする。 

（平成２７年４月１日施行） 

   

２ 令和５年度の点検・評価実施内容 

(1) 教育委員会 

令和５年度の開催状況及び審議状況並びに研修会等出席状況についてとり

まとめ、点検・評価として実施しました。 

(2) 学識経験者の意見活用 

令和５年度に実施した点検・評価においては、学識経験者２名の方から意

見をいただきました。この意見を受け、令和５年３月時点における各事務事

業の検証を実施し、業務改善に活用しました。 

  (3) 多賀城市まちづくり報告書の点検・評価 

    教育分野の施策及び基本事業における成果指標の推移を踏まえた成果状況

等について、点検・評価を実施しました。 

(4) 事務事業の点検・評価 

令和５年度に実施した事業のうち、主要事業１７事業について点検・評価

を実施しました。 
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Ⅱ  令 和 ５ 年 度 の 点 検 ・ 評 価  



 



Ⅱ 令和５年度の点検・評価 

 １ 教育委員会 

  (1) 多賀城市教育委員会委員 

    教育委員会は、教育長及び４名の教育委員による合議制の執行機関です。 

（令和５年度末現在）   

職   名 氏   名 備   考 

教   育   長 麻 生 川  敦 令和４年 10 月 1 日再任 

教育長職務代理者 林  幹 字 令和３年 1 月 1 日新任 

 

教  育  委  員 

 

小 野 聡 子 令和３年 10 月 1 日新任 

髙 田  彩 令和４年 10 月 1 日新任                      

大 井  知 教 令和５年 10 月 1 日新任 

 

  (2) 教育委員会の開催状況 

       令和５年度は、定例会及び臨時会を計１５回開催しました。 

 会 議 名 開催年月日 審議等件数 

1 令 和 ５ 年 第 ４ 回 定 例 会 令 和 ５ 年 ４ 月 ２ ６ 日 ７件 

2 令 和 ５ 年 第 ５ 回 定 例 会 令 和 ５ 年 ５ 月 ２ ４ 日 ４件  

3 令 和 ５ 年 第 ６ 回 定 例 会 令 和 ５ 年 ６ 月 ２ ６ 日 ７件 

4 令 和 ５ 年 第 ２ 回 臨 時 会 令 和 ５ 年 ７ 月 ６ 日 １件 

5 令 和 ５ 年 第 ７ 回 定 例 会 令 和 ５ 年 7 月 ２ ６ 日 ２件 

6 令 和 ５ 年 第 ８ 回 定 例 会 令 和 ５ 年 ８ 月 ３ ０ 日 １件 

7 令 和 ５ 年 第 ９ 回 定 例 会 令 和 ５ 年 ９ 月 ２ ７ 日 ２件 

8 令 和 ５ 年 第 ３ 回 臨 時 会 令 和 ５ 年 １ ０ 月 ２ 日 １件 

9 令和５年第１０回定例会 令和５年１０月２５日 ２件 

10 令和５年第１１回定例会 令和５年１１月２９日 ０件 

11 令和５年第１２回定例会 令和５年１２月２７日 ２件 

12 令 和 ６ 年 第 １ 回 定 例 会 令 和 ６ 年 １ 月 ２ ４ 日 ２件 

13 令 和 ６ 年 第 １ 回 臨 時 会 令 和 ６ 年 ２ 月 ９ 日 １件 

14 令 和 ６ 年 第 ２ 回 定 例 会 令 和 ６ 年 ２ 月 ２ ８ 日 ４件 

15 令 和 ６ 年 第 ３ 回 定 例 会 令 和 ６ 年 ３ 月 ２ １ 日 ３件 
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(3) 教育委員会の審議状況 

令和５年度は、議案２１件、臨時代理事務報告１６件、報告２件、計３９

件を審議しました。 

会 議 名 審  議  内  容 

令和５年 

第４回定例会 

・臨時代理事務報告第３号 

臨時代理の報告について（議会の議決を経るべき事件の議案

の作成に係る意見（工事請負契約の締結）） 

・臨時代理事務報告第４号 

臨時代理の報告について（令和５年度多賀城市一般会計補正

予算（第１号）に対する意見） 

・臨時代理事務報告第５号 

臨時代理の報告について（多賀城市いじめ問題専門委員会委

員の人事） 

・臨時代理事務報告第６号 

臨時代理の報告について（多賀城市学校給食センター運営審

議会委員の人事） 

・臨時代理事務報告第７号 

臨時代理の報告について（多賀城市立図書館運営審議会委員

の人事） 

・臨時代理事務報告第８号 

臨時代理の報告について（多賀城市スポーツ推進審議会委員

の人事） 

・臨時代理事務報告第９号 

臨時代理の報告について（多賀城市文化財保護委員会委員の

人事） 

令和５年 

第５回定例会 

・議案第９号 

多賀城市いじめ問題専門委員会委員の人事について 

・議案第１０号 

多賀城市社会教育委員の人事について 

・議案第１１号 

多賀城市立図書館運営審議会委員の人事について 

・議案第１２号 

多賀城市スポーツ推進審議会委員の人事について 
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会 議 名 審  議  内  容 

令和５年 

第６回定例会 

・臨時代理事務報告第１０号 

臨時代理の報告について（議会の議決を経るべき事件の議案

の作成に係る意見（工事請負契約の締結）） 

・臨時代理事務報告第１１号 

臨時代理の報告について（令和５年度多賀城市一般会計補正

予算（第３号）に対する意見） 

・議案第１３号 

多賀城市学校給食センター運営審議会委員の人事について 

・議案第１４号 

多賀城市スポーツ推進審議会委員の人事について 

・議案第１５号 

多賀城市文化財保護委員会委員の人事について 

・議案第１６号 

令和６年度多賀城市立小・中学校使用教科用図書の採択基準

について 

・議案第１７号 

特別史跡多賀城跡附寺跡第３次保存管理計画の計画期間につ

いて 

令和５年 

第２回臨時会 

・議案第１８号 

令和６年度使用教科用図書の採択について 

令和５年 

第７回定例会 

・議案第１９号 

令和６年度使用教科用図書の採択について 

・議案第２０号 

多賀城市民会館条例施行規則の一部を改正する規則について 

令和５年 

第８回定例会 

・議案第２１号 

指定管理者の候補者の選定方法について 

令和５年 

第９回定例会 

・臨時代理事務報告第１２号 

臨時代理の報告について（令和５年度多賀城市一般会計補正

予算（第４号及び第５号）に対する意見） 

・臨時代理事務報告第１３号 

臨時代理の報告について（議会の議決を経るべき事件の議案

の作成に係る意見（工事請負契約の締結）） 
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会 議 名 審  議  内  容 

令和５年 

第３回臨時会 

・報告第１号 

  教育長職務代理者の指名について 

令和５年 

第10回定例会 

・報告第２号 

  令和４年度多賀城市一般会計決算の概要について 

・議案第２２号 

指定管理者の候補者について（大代地区公民館） 

令和５年 

第11回定例会 
「諸般の報告」のみ 

令和５年 

第12回定例会 

・臨時代理事務報告第１４号 

臨時代理の報告について（令和５年度多賀城市一般会計補正

予算（第６号）に対する意見） 

・議案第２３号 

令和５年度多賀城市教育功績者等表彰について 

令和６年 

第１回定例会 

・臨時代理事務報告第１号 

臨時代理の報告について（議会の議決を経るべき事件の議案

の作成に係る意見（指定管理者の指定）） 

・議案第１号 

  令和４年度多賀城市教育委員会点検及び評価の結果に関する

報告書について 

令和６年 

第１回臨時会 

・議案第２号 

  県費負担教職員の任免等の内申について 

令和６年 

第２回定例会 

 

・臨時代理事務報告第２号 

臨時代理の報告について（令和５年度多賀城市一般会計補正

予算（第８号）に対する意見） 

・臨時代理事務報告第３号 

臨時代理の報告について（令和６年度多賀城市一般会計予算

に対する意見） 

・臨時代理事務報告第４号 

臨時代理の報告について（議会の議決を経るべき事件の議案

の作成に係る意見（令和５年度山王小学校校舎増築工事）） 

・議案第３号 

  多賀城市立学校の通学区域に関する規則の一部を改正する規

則について 
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会 議 名 審  議  内  容 

令和６年 

第３回定例会 

・議案第４号 

令和６年度多賀城市教育基本方針及び教育重点目標について 

・議案第５号 

多賀城市公民館管理規則等の一部を改正する規則について 

・議案第６号 

職員の人事について 

 

 (4) 研修会等出席状況           

     令和５年度は、教育長、委員が５回の研修会等に出席しました。 

月 日 研 修 会 等 名 称 開催地 

令和５年  

４月 20 日 
東北都市教育長協議会定期総会・研修会 郡山市 

令和５年 

 ６月２日 
仙台管内教育委員会協議会総計・研修会 岩沼市 

令和５年 

 ７月 31 日 
宮城県教育委員会・市町村教区委員会教育懇話会 仙台市 

令和６年  

１月 22 日 
宮城県市町村教育委員・教育長研修会 仙台市 

令和６年 

 ２月８日 
仙台管内教育委員会協議会研修会 大衡村 

 

7



２ 学識経験者の意見活用 

令和５年度に報告した「点検・評価報告書」において、令和４年度に実施し

た事業に対し学識経験者２名の方からいただいた意見を受け、本市教育委員会

は各事務事業を検証し、業務改善に活用しました。 

 

※令和５年度に報告した「点検・評価報告書（令和４年度事業）」における

学識経験者 

元多賀城市立高崎中学校長  横橋 健 氏 

元多賀城市立山王小学校長  當麻 哲 氏 
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政策３　夢と希望が輝く 誰もが成長できるまちづくり（教育文化）

施策１　学校・家庭・地域の連携による教育力の向上

学識経験者の意見 検証（現状、今後の方針）

 「地域学校共同活動実施回数」が令和３年度の２．４
倍になっていることは地域の人々と学校、子どもたちと
の関わりが増えたことを意味していると思う。今後、
「地域学校共同本部」へ移行していくとのことだが、よ
り一層地域と学校との連携が深まるよう、その活動に期
待したい。その一方、現在でも学校の業務が多く、教員
の負担が大きいと感じられる。学校（教員）の負担を軽
減する方策をお願いしたい。
　また、豊かな心の育成の課題にあがっている『子ども
たちの間での集団遊びの減少』の原因の一つに、子ども
たちが安心して活動的な外遊び（ボールを使った遊びな
ど）ができる場所が無いことがあげられるであろう。安
心して外遊びできる場所の確保が必要である。自宅の近
くで複数の子どもが遊んでいると、「うるさい」、と苦
情が来ることもあると聞く。子どもたちの声は騒音では
無く、未来への希望という啓発も必要だと思われる。

　本市では、学校・家庭・地域の連携による教育力の向上への取組と
して、地域学校協働本部を中心として、放課後子ども教室、学校支援
活動、防災キャンプ、家庭教育支援といった協働教育の事業を実施し
ています。
　令和５年度は、新型コロナウイルス感染症の感染症法上の類型が５
類とされたことから事業の拡大を図り、コロナ禍以前の水準を目指し
て事業回数を大きく向上させました。
　放課後子ども教室では市内小学校６校全校で児童の安全・安心な居
場所づくりをし、学校支援では地域住民が学校教育に参画してともに
児童・生徒を育てる取組を行い、防災キャンプでは児童を対象として
宿泊を伴って防災学習を行いました。
　これらの事業を、地域住民・地元企業・高校生も加わって推進して
おり、児童生徒が多くの学びを得ることができる学校・家庭・地域が
一体となった教育に向けた事業を行っています。
　令和５年度は、市内全校に学校運営協議会（準備会を含む。）を設
置しましたので、地域の声を学校運営に取り入れ、地域総ぐるみで子
どもたちを育てていく環境の推進に努めます。
　御意見としていただいた「豊かな心の育成に向けた『子どもたちの
間での集団遊びの減少』」については、子ども同士の遊びの促進を図
る取組を学校教育の現場のほか、放課後子ども教室でも意識して行っ
ています。
　遊びは、子どもの非認知能力を高める大切なものです。
　大人が子どもたちと一緒に遊びの場所・時間・遊び方などを考え、
子どものより良い成長を目指していくものと考えています。

　少子高齢化や地域のつながりが薄れることにより、社
会規範や社会的マナー、道徳心など地域で子どもを育む
べき地域教育力の低下が問題となっている。また、児童
虐待や貧困といった家庭環境の問題、学校ではいじめや
不登校をはじめ、抱える課題も複雑化・多様化してい
る。このような現状を踏まえて、基本的施策として、学
校・家庭・地域が連携・協働して地域ぐるみで児童・生
徒の学びを支援する事業や青少年の健全育成を進めてい
くことは、子どもたちの学びを支える地域社会が形成さ
れ、家庭における教育力の向上につながることである。
しかし、まちづくりアンケート結果を見ると、新型コロ
ナウィルス感染症拡大の影響により、地域ぐるみで児
童・生徒の学びを支援する事業や地域行事の回数は減
り、参加する機会も減少している。残念な結果ではある
が、新型コロナウイルス感染症は５類感染症となり対応
も緩和されたことから、事業内容の見直しを図り、目標
が達成できるよう計画的に事業を推進していくことを期
待したい。
　青少年育成活動事業として、小学校の空き教室などを
活用して子どもに体験の場を提供する「放課後子ども教
室」や、授業などを支援する「学校支援活動」を増やし
たことで参加人数が大幅に増加していることは喜ばしい
ことである。
　今後は、学校運営に地域の声を積極的に生かし、地域
と共にある学校づくりを進めるコミュニティースクール
（学校運営協議会）設置へと移行することになると思わ
れることから、この動きに対応できるよう検証を重ね、
計画的に進めて運用開始を目指してほしい。
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施策２　学校教育の充実
学識経験者の意見 検証（現状、今後の方針）

　学校のＩＣＴ化はハード面での配置が終了したことは
大変喜ばしい。ＩＣＴを活用した授業は、これまでの児
童生徒にとって受け身の授業から主体的な学びへと、授
業を大きく変革する可能性を持っている。ＩＣＴを活用
しての授業を行うことができるよう、実践のための研修
をお願いしたい。
　また、全国的に課題となっている不登校についても本
市も課題となっているが、再登校率があがっていること
は大変喜ばしい。心のケアハウスやスクールカウンセ
ラー、スクールソーシャルワーカーの取り組みと連携が
機能していることが要因の一つと考えられる。今後も再
登校率が上がっていくことを期待したい。
　一方、授業が分かるという児童生徒がやや下がってい
ることは憂慮すべきことと捉える。これまでの授業形態
からＩＣＴの活用で授業中の主体的な学びへの転換を早
急にはかる必要があると考える。
　かつては、子どもたちは外遊びを通して体力をつけて
いたが、現在は、小学生ではスポーツ少年団やスクール
に通って体力をつける時代になってきている。中学生に
なれば部活動で体力、生涯スポーツの基礎を身につけら
れていたが、現在、中学校の部活動の見直しの議論がさ
れている。中学校の教員の負担軽減で部活の地域移行の
議論が続いていくと思われる。その受け皿は、市民ス
ポーツクラブになるのだろうか。

　学校ＩＣＴ業務については、業務が高度化・複雑化しており、情報
手段の操作に習熟するだけでなく、授業の中でＩＣＴを効果的に活用
し、指導方法の改善を図りながら、児童生徒の学力向上につなげてい
くため、ＩＣＴ支援員の配置やＩＣＴを授業で生かす研修を実施し、
指導の効果を高める方法について絶えず研究してまいります。
 学校のエアコンについては、普通教室・図書室への設置をほぼ完了し
ておりますが、特別教室や屋体へのエアコン設置検討や老朽化する機
器の修繕等、随時ハード整備を進め、暑さ対策のため授業を工夫する
などソフト面での対応を継続いたします。
　不登校支援については、スクールカウンセラー、スクールソーシャ
ルワーカーなど相談体制を確保するとともに、令和４年度からたが
じょう子どもの心のケアハウスの運営を民間事業者へ委託し、子ども
たちの社会的自立に向けた多様な支援を実施しており、専門指導員を
中心に協議も定期的に行っています。専門指導員は元教員で、市内全
小・中学校を定期的に訪問しながら教育的な見地から指導助言も行っ
ており、不登校だけでなく発達や生徒指導上の課題を抱える児童生徒
の情報を把握しています。その中で、ケアハウスと連携し、アウト
リーチ支援を行うことで問題が解決できそうな児童生徒について、事
業者と積極的に情報を共有していますことから今後もこの取り組みを
推進していきたいと思います。
　また、児童生徒の多様な課題に対応する一つの取り組みとして、県
の不登校等児童生徒学び支援教育充実事業を活用し、教室に入ること
が難しい児童生徒の支援や担当教員等で事例検討を含めた研修会を実
施するなど、教員の資質向上に努めています。
　その他にも、本年度初めに、保護者や児童生徒のニーズに合った支
援・相談が受けられるように、相談先を一覧にまとめたリーフレット
を作成し、市内の全児童生徒の保護者に配布しております。
　今後も、児童生徒の「主体的で対話的な深い学び」を実現し、子ど
もたちが社会的自立に向けて力を蓄えていくことができるよう、施設
環境整備や適切な人員配置、相談体制の整備、教員が情報共有や資質
向上のためのネットワークや研修の充実等を図ってまいります。
　多賀城市内には市民スポーツクラブなどのＮＰＯ法人のほか、民間
事業者が運営するスクール・教室も多数あり多様な団体が活動してい
ますことから、受け皿としてもこれらの団体を想定しながら、次年度
へ向けて部活動の地域移行について検討してまいります。

　学校ＩＣＴ整備事業が着実に進められ、児童・生徒一
人１台のタブレット端末を活用して学習に取り組めるよ
うになったことは、情報活用能力を身に付け、学習意欲
を高めて充実した授業が展開されることが期待できる。
しかし、情報端末を有効活用して充実した授業が展開で
きるようにするためには、指導者の育成や教職員の指導
力向上に向けた研修を充実させることは必要不可欠であ
る。その対策として、専門知識を有する教職員を育成し
ていることやICT支援員を各校に配置していることは大
変有効である。
　学校施設の環境整備としてエアコンの設置も計画的に
整えられ、快適な学習環境になってきてはいるが、地球
温暖化の影響なのか、年々、夏の暑さが厳しさを増して
いる。夏場の教室が快適な学習環境を維持できるのかが
心配されるため、暑さ対策についても検討していく必要
性を感じる。
　「学校が楽しい」と答えた児童・生徒は、80％以上と
高い割合であることは喜ばしいことではあるが、その反
面、市内小中学校における不登校の割合は全国平均を上
回っている。引き続き、不登校の未然防止と早期対応が
図られるよう、学校・家庭・関係機関との連携強化や教
育相談体制の充実を図ることが必要である。不登校児
童・生徒への対応として、学び支援教室、スクールソー
シャルワーカー、スクールカウンセラー、子どもの心の
ケアハウス等が密接に連携して支援対策を施してきたこ
とで、再登校率は上がってきている。個々への丁寧な対
応が成果として表れているものと評価できる。いじめや
問題行動についても、未然防止と早期対応に向けた教育
相談体制を充実し、学校・家庭・関係機関が連携して、
いじめ防止に協働で取り組んでいってほしい。
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施策３　生涯学習の促進
学識経験者の意見 検証（現状、今後の方針）

　コロナ前には講座・教室数および受講者数、市民主体
型の学習サークル数が増加していた。ここ数年はコロナ
の影響があり、特に高齢者の参加数に減少が見られてい
る。しかしながら、今年度はコロナ以前の状況に戻りつ
つある。これも、ここ数年感染に気をつけながらも講座
等を開設してきていたことが実を結んだと思われる。今
後も一層の増加に期待したい。
　一方、市立図書館の市民への貸し出し数が減少してき
ていることは残念である。小中学校との連携を大切にし
ながら、幼稚園や保育所と図書館の連携を考えても良い
のではないだろうか。子どもたちは、紙芝居や読み聞か
せは大変好きだと思われ、それが将来の読書好きにつな
がるのではないだろうか。

　新型コロナウィルス感染症の影響により、市民会館を
はじめ、生涯学習施設の利用者が減少していたが、各種
講座等の再開やインターネットなど多様な方法で学ぶこ
とができる環境が整ってきたこと、さらに、文化芸術活
動の機会が増加したことにより、利用者が増加に転じた
ことは大変喜ばしいことである。しかし、文化センター
については、改修工事により一部施設が利用できないた
め、利用者数が大幅に減少している。改修後には市民の
誇りの拠り所であるとともに多賀城らしい魅力の発進拠
点となることを願っている。
　生涯学習を推進していくために魅力的な事業を展開
し、学び続けることのできる機会の場、文化芸術の振興
の場として、市民へのサービス向上を目指して進めてほ
しい。

施策４　市民スポーツ社会の促進
学識経験者の意見 検証（現状、今後の方針）

　コロナがおおよそ終息し、コロナ以前の日常に戻りつ
つあり、スポーツの機会が増えていることは大変喜ばし
い。これも、コロナ期間中にも感染に配慮しながら運営
してきた成果だと思われる。しかしながら、コロナに感
染する心配が全くなくなったわけでは無く、感染を心配
している方が一定数いるであろう。それは屋内施設の利
用者が以前の水準まで回復していないところからもうか
がえる。しかし、時間がかかるかもしれないが、コロナ
の感染が終息していくにつれ、以前の水準まで回復する
ことが期待される。
　以前指摘したことだが、小中学生の体力低下がに歯止
めがかかっているのだろうか。小中学生はコロナの期間
中に運動する機会が以前より少なくなっていた。小中学
生を対象とした体力づくりの取り組みが必要ではないだ
ろうか。その一つの方法として、今後、休日の中学校の
部活の地域移行が行われると思うが、そこに小学校高学
年の児童の参加を認めることを検討しても良いのではな
いか。

　新型コロナウィルス感染症の影響により、社会体育施
設や学校開放施設の利用者数は低調であったものの、社
会体育事業やスポーツ等の教室・大会の参加者数は大幅
に増加している。市民がスポーツに親しむことができる
環境を提供することは、心身の健康の保持・増進を促
し、生涯に渡ってスポーツに親しみ、人と人との交流に
もつながることである。今後も多様なスポーツ事業を展
開するなどして施設の利用促進を図ってほしい。

　本市では、社会体育施設を特定非営利活動法人多賀城市民スポーツ
クラブが指定管理し、スポーツ推進などの社会体育事業を実施してい
ます。
　令和５年度は、コロナ禍で行ってきた利用制限を適宜緩和するとと
もに、社会体育事業においても参加定員数を増加させるなど、市民が
スポーツを楽しむ機会の創出に努めました。
　一方、コロナ禍によりチームスポーツに親しむ市民が減少するな
ど、スポーツのあり方は変化しています。
　文部科学省では、スポーツ立国戦略のなかで「人（する人、観る
人、支える（育てる）人）の重視」「連携・協働の推進」を基本的な
考え方としており、スポーツに対する様々なニーズへの対応、スポー
ツを媒体とした民間事業者等との連携協働を行うことにより、市民が
広くスポーツに親しむことができる環境の推進を図ります。
　御意見としていただいた「小中学生の体力低下への歯止め」につい
ては、県内の児童生徒を対象として宮城県が令和５年度に実施した調
査で、令和４年度と比較して児童生徒の運動能力が向上しているとい
う結果がありました。
　部活動の地域移行の取組は、今後検討を進めるものですが、児童の
体力づくりの場となりうるのかの検討も併せて行っていきます。

　令和５年度は、新型コロナウイルス感染症の感染症法上の類型が５
類とされたことから、それまでに行ってきた利用制限を適宜緩和する
とともに社会教育事業の充実を図りました。
　公民館などの公共施設での学習機会が再開されていることに加え、
インターネットなどの多様な方法で学習できる環境が整ってきてお
り、学習機会に関する満足度は増加傾向にあります。
　令和４年度から実施していた文化センター大規模改修が完了し、令
和５年８月から全館オープンしました。市民会館のホワイエや楽屋を
含むホール周辺、中庭、文化センター全館のトイレ改修、Wi-Fi環境の
整備等を行いました。また、授乳室も新設し、利用される皆さまに、
より便利に快適にご利用いただける施設へとリニューアルし、オープ
ン後は多彩な催しを数多く実施しています。
　令和６年の多賀城創建１３００年にむけ、文化芸術の振興の場とし
て、多賀城の特性を生かした魅力的な事業を展開しています。
　多賀城市立図書館では、子どもたちが本に親しみを持ち、触れ合う
ことができ、読書環境の充実につながる数多くの事業を実施していま
す。ボランティア団体と連携して本館及び分室で開催する「おはなし
会」のほか、子育てサポートセンターや親子保健事業と連携した出張
型のおはなし会、三か月児健康診査の会場で読みきかせと本のプレゼ
ントをする「ブックスタート事業」を行っており、子どもが本に触れ
る機会の提供として、大変に好評いただいている事業となっていま
す。
　また、市内小中学校に学校司書を派遣し、各学校の特徴に合わせた
学校図書室の運営を行っており、令和５年度は一人当たりの貸出冊数
は過去最高を達成し、第四次多賀城子ども読書推進計画における目標
値を、小中学校どちらも達成しました。
　今後も、講座やイベント等を継続的に開催しながら、魅力的な図書
館運営を進めています。
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施策５　文化財の保護と活用
学識経験者の意見 検証（現状、今後の方針）

　多賀城市にとって、多賀城の歴史と文化財は大変貴重
な遺産である。その保護と継承には大きな責任を伴って
おり、教育委員会の文化財課を中心とした取り組みには
敬意を表したい。
　2024年度に迫った多賀城創建1300年に向けた南門の整
備ととそれに伴う事業に期待したい。多賀城への関心の
高まりが大いに期待できる。そして、それを契機とした
10年後を見通した南門の活用を検討して欲しい。

　小学校においては多賀城の歴史や文化財について「私
たちの多賀城」を活用した授業をとおして関心が高まっ
ていると思われ、今後もこの取り組みを継続していただ
きたい。また、史遊館の体験メニューが増えているのは
素晴らしい。今後、親子連れで楽しめるようなイベント
に期待したい。

　特別史跡多賀城跡復元整備事業が順調に進んでいるこ
とはとても喜ばしいことである。復元された南門を含め
特別史跡周辺一帯を多賀城跡として事業計画に沿って整
備し、令和６年度末の事業完了を目指して計画的に進め
ていってほしい。
　日本遺産の普及啓発や南門等復元整備の進捗について
メディアで取り上げたことや、見学会等を実施したこと
は、市内の文化財を知ってもらう機会となり、文化財保
護及び継承の意識を高めることになったと思う。今後も
多賀城の歴史・文化・まちについて学ぶ機会を増やし、
市の文化財を次世代に継承していくことの大切さを市民
に理解していただくような取り組みや、郷土愛を育む教
育をさらに推進していくことを期待したい。

　特別史跡多賀城跡復元整備事業は、地形修復工事の一部を現在進め
ておりますが、地形修復工事が一部年度末まで残るものの、南門や築
地の整備が完了しました。
　令和６年度は「多賀城らしさ」を情報発信するための拠点、歴史文
化や街なみの維持を考える活動、地域住民の交流、歴史学習や体験学
習を通じた多世代交流、地域住民の街なみ形成活動及び観光・交流を
支える拠点とした多賀城跡ガイダンス施設の整備も完了する予定であ
ることから、今後、さらなる市の文化財を継承していく機会が増して
いくよう進めてまいります。

総括的意見
学識経験者の意見 検証（現状、今後の方針）

　令和４年度も新型コロナ感染症は収束することはな
く、その影響がある中、学校・家庭・地域の連携、学校
教育、生涯学習、市民スポーツ、文化財の保護と活用等
のさまざまな事業に対してコロナ対策をしっかりと取り
ながら計画的に取り組んでいただいたことに感謝すると
ともに敬意を表したい。
　新型コロナウィルス感染症は収束したわけではない
が、５類感染症となり感染症への対応はかなり緩和され
てきている。これまでは、施策・基本事業の評価の要因
として新型コロナウィルス感染症が大きく影響していた
が、今後は、他の要因も含めて総合的に判断して評価
し、新型コロナウィルス感染症拡大以前同等かそれ以上
の事業が展開できるよう改善を図り、事業計画が推進し
ていくことを期待したい。

　一般的に市民生活はコロナの影響が小さくなり、コロ
ナ禍以前の生活に戻りつつある。行政の様々な取り組み
もコロナ禍以前の状況に戻りつつあり、ここ数年の行政
の苦労が報われているように思われる。
　多賀城創建１３００年と南門の復元がいよいよ迫って
きており、楽しみである。そして、これを契機に多賀城
市へのたくさんの方からの関心が集まることが期待され
る。その関心を一時的なものではなく、長く続いていく
ようなものに発展させられることを期待したい。
　多賀城市の学校教育の大きな課題として、不登校生徒
の増加がある。不登校にならない取り組みも大切である
が、再登校率が高いことも多賀城市の特徴であろう。ぜ
ひ、多くの不登校の児童生徒が再登校をして、楽しい学
校生活を送れるよう、支援していただきたい。

　新型コロナウイルスの感染症法上の位置付けが、令和５年５月に５
類に移行しましたが、基本的な感染対策を行いながら、コロナ禍で縮
小した利用者数の制限緩和を適宜実施し、事業の運営を行ってきまし
た。今後は、ウィズコロナの社会の中で新型コロナウイルスと共生し
ながらコロナ前の規模の事業を展開いたします。
  令和４年度から、たがじょう子どもの心のケアハウスの運営を民間
事業者へ委託し、子どもたちの社会的自立を促す多様な支援を実施し
ています。
　今後とも、多様な支援を必要とする子どもたちやその家庭が抱える
問題、課題の早期発見、早期対応、適切な支援が行えるような支援体
制を構築するため、福祉部門の関係課とも一層の連携を図ってまいり
ます。

　多賀城創建1300年を迎え、令和６年度は南門の整備がほぼ完了しま
した。地形修復工事が若干残りますが、今後も来訪者の増加を鑑みて
普及啓発事業に取り組んでまいります。
　また、重点遺構保存活用地区の公有化が概ね完了していることや南
門地区の整備も着実に進展していることから、今後特別史跡多賀城跡
附寺跡の整備・活用について、関係行政機関との協議を重ねながら進
めてまいります。
　小学校における多賀城市の歴史については、令和５年度よりコミュ
ニティ・スクールの一環とする授業「多賀城学」を開催しています。
この授業は、歴史を学び始める小学校６年生を対象とし、社会科で奈
良・平安時代が終了した後に埋蔵文化財調査センターにおける専門職
員が学校に出向き、多賀城が奈良・平安時代の役所であったり、多賀
城碑には多賀城創建の年代が書かれているなど、多賀城の歴史を学習
する場を設けております。
　また、史遊館体験メニューは様々ありますが、まが玉づくりが人気
メニューであり、このいつでも体験のほか、親子連れで楽しめるイベ
ントとして、古代のすごろく「かりうち」大会を令和５年度より開催
しており、非常に好評であったことから、今年度も実施したところで
ある。その他、正月のしめ縄づくりなど、親子で体験できるイベント
も数回開催しており、親子での参加ができるイベントにおいても募集
定員上限まで達している状況にあるため、今後も継続的に実施すると
ともに、新たな体験メニューやイベントも研究してまいります。
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３ 多賀城市まちづくり報告書の点検・評価 

教育委員会における施策及び基本事業の「目標達成度」について、点検・評

価を行いました。 

(1) 評価結果の概要 

施策 件 数  基本事業 件 数  

達成 ２件 達成  ７件 

高 ０件 高    １件 

中  ４件 中  １２件 

低 ０件 低  １件 

合  計 ６件 合  計 ２１件 

※１ 目標値を設定していない下記２件の基本事業は、除いています。 

施策０２－基本事業０２「再登校率」 

施策０５－基本事業０１「適正に調査・保護された文化財の件数」 
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この報告書は、３分冊で構成されています。この冊子は「８＜その２＞」です。

Ⅳ 多賀城市まちづくり報告書（第六次多賀城市総合計画進捗状況報告） 1

１ 多賀城市まちづくり報告書（第六次多賀城市総合計画進捗状況報告）とは

施策別評価の概要 3

２ 全体の動向

将来都市像指標のうごき 4

指標全体のうごき（施策・基本事業別） 4

政策別の指標全体のうごき（施策・基本事業合計） 5

指標全体の目標達成度（施策・基本事業別） 6

政策別の指標全体の目標達成度（施策・基本事業合計） 7

３ 施策・基本事業の動向（成果指標等一覧）

施策・基本事業評価の見方 8

政策１ みんなの力で減災　安全で安心に暮らせるまちづくり（安全安心） 11

政策２ 健やかで優しい　支え合いのあるまちづくり（健康福祉） 23

政策３ 夢と希望が輝く　誰もが成長できるまちづくり（教育文化） 47

政策４ 都市と自然の環境調和　快適で潤いのあるまちづくり（生活環境） 63

政策５ 地域の資源と知恵をいかす　活気あふれるまちづくり（産業活気） 77

政策６ 地域の未来を共に創る　絆と誇りを築くまちづくり（地域創生） 89

政策７ 縮減社会への対応　持続可能な行財政経営（行財政経営） 97

（参考）多賀城市まちづくりアンケート調査結果<令和５年度実施> 109

（５）

（１）

この報告書は、市民と行政とがまちづくりの進み具合を共有するための資料として作成し、公表し
ています。

なお、すでに公表している令和４年度までの本報告書については、市ホームページでもご覧いた
だけます。

目　　次

８＜その２＞

（１）

（２）

（３）

　この「主要な施策の成果に関する報告書」は、第六次多賀城市総合計画に基づく令和５年度の
事業と決算のあらましについて、３分冊で構成されています。

７＜その１＞では、「各会計の決算概要」を掲載しており、あわせて参考資料も掲載しています。
８＜その２＞では、「多賀城市まちづくり報告書」として施策・基本事業の動向等を掲載していま
す。
９＜その３＞では、実施計画事業及び主要事業の「事務事業評価表」を掲載しています。

（４）

（１）
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施策別評価の概要

①　施策別評価とは

②　指標のうごきからみるまちづくりの状況

（１）

　施策別評価は、階層分けした施策及び基本事業について、指標の推移を踏まえた成果
状況やその原因分析等の評価結果を施策ごとに示すものであり、これにより総合計画の
進捗状況等を明らかにするとともに、その評価結果を次の施策や事業展開に活かしていく
こととしています。
　施策や基本事業に対して、その目的がどの程度達成されたのかを測るものさしとして「指
標」を設定し、成果状況を数値で表すことで、総合計画の進捗状況や事業の成果状況を
客観的に把握し、分析していくこととしています。

　施策・基本事業の指標の動向を前期基準値に対する「指標のうごき」で捉えるとともに、
指標の令和7年度前期目標値に対する「目標達成度」を捉えることとし、これらをもとに総
合計画の進捗状況を示しています。

基
本
計
画

　
実
施
計
画

Ⅳ 多賀城市まちづくり報告書（第六次多賀城市総合計画進捗状況報告）

１ 多賀城市まちづくり報告書（第六次多賀城市総合計画進捗状況報告）とは

多賀城市まちづくり報告書は、総合計画の目指すまちの姿の実現に向けて、まちづくりがどの程

度進んでいるのか、事業の成果は上がっているのかといったことを示すため、令和５年度の決算を

踏まえて、まちづくりの成果報告書として作成しています。

施策、基本事業における成果指標の推移を踏まえた成果状況等の結果を「施策別評価」として

示すことで、総合計画の進捗状況等を明らかにしています。

また、複数年での指標の推移を確認することにより、指標のうごきが外的要因による突発的なも

のなのか、社会情勢の変化等による必然的なものなのかを見る目安となり、限られた行財政経営

資源の「選択と集中」及び行政活動の「改革と改善」への活用が期待されます。

一般的には、事務事業の成果が向上することで基本事業の成果が向上し、基本事業の成果が

向上することで施策の成果が向上する仕組みになっています。

基
本
構
想

政策

（7）

施策

（29）

基本事業

（90）

事務事業

（約600）

「将来都市像評価」
将来都市像と連動したまちづくり全体を評価

※まち全体に対する市民の実感・満足度

「施策・基本事業評価」
基本計画と連動した施策・基本事業を評価

※まちづくりの進捗度

「事務事業評価」
施策・基本事業を実現するための

個々の手段を評価
※事業の進捗管理

「主要な施策の成
果に関する報告書
<その２>まちづくり
報告書」で議会・市
民に報告

施策別
評価

「主要な施策の成
果に関する報告書
<その３>「事務事
業評価表」「実施計
画」で議会・市民に
報告
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３ 施策・基本事業の動向（成果指標等一覧）

施策の目指す姿

施策の成果状況と評価

【掲載している施策・基本事業は、掲載例です。実際の内容とは異なります。】

(１) 施策・基本事業評価の見方

評
価

指
標
①

まち（市民、地域、行政）の防災・減災体制に安
心感を持つ市民割合

目　 標
達成度

市民アンケート

(中)

 60.8成果 上がると良い

指標の
うごき

58.9

単位 基準値

（原因）復興事業の完了、地域の自主防災組織の活動、防災
ハザードマップの改訂版の理解促進、総合防災訓練の充実（ブ
ロック地区訓練の実施等）によって、防災・減災体制に対して、
理解浸透が図られ、市民の安心感向上につながっていることが
要因と考えられます。
【統計誤差の範囲内です。】

実績値
（R05）

目標値
（Ｒ0７）

大規模災害の経験をいかし、みんなの力で災害に強いまちが形成されることで、安全・安心に暮らすこと
ができています。

(横ばい)

％ 59.5

実績値
(R04)

危機管理課

▲は、前期基準値及び令和７年度の前期目標値を示しており、目標値が数値の場合には、前期基準値から前期目標値
への方向性をラインで示しています。目標値が矢印の場合は、前期基準値のみの表示となっています。

◆は、各年度ごとの実績値です。指標の実績値の推移をグラフで示しています。

政策 ０１ みんなの力で減災 安全で安心に暮らせるまちづくり

施策 ０１ 防災・減災対策の推進

【前期基準値】
原則として、次のような取得年度となっ
ています。これ以外の年度に取得して
いる場合には、評価欄に記載していま
す。
市民アンケート、職員アンケート指標：
令和２年度に取得
業務取得、課独自調査指標：平成31
年度に取得

施策の成果状況は、左側のページ
となるよう調整しています。

30

40

50

60

70

80

基準 R02 R03 R04 R05 R06 R07

（％）

【指標の区分】
目指す姿の実現具合を測るものさしとして設定している指標は、その特性により次の３つに区分しています。

成果：目指す姿の達成度を示すもの
社会：事業状況を指標化したものの、行政の関与よりも社会経済情勢等の影響が大きいもの
代替：成果の指標化が難しい場合に、代替指標として行政の活動量等を設定したもの

【評価】
「（原因）」は、前期基準値と比較した際の実績値の数値変化（累計
については、前期目標値に対する数値（成果）の進捗状況）に対応し
た原因分析の内容を記載しています。
また、市民アンケートに係る統計誤差及び前期基準値を原則以外の
年度に取得した旨についても、記載しています。

【担当部署】令和６年度担当部署を記載してい

ます。

【取得方法】
市民アンケート：毎年定期に市民３，０００人を対象に行う多賀城市まちづくりアンケートにより取得する方法
職員アンケート：毎年定期に職員を対象に行うアンケートにより取得する方法
業 務 取 得：業務内で取得する方法
課 独 自 調 査：指標を取得するために各課等が行うアンケート等により取得する方法

【指標特性】
上がると良い：数値が上がると良い指標
下がると良い：数値が下がると良い指標
そ の 他 ：数値の増減で良し悪しを判断できない指標

【注釈】指標についての
説明を記載しています。
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□基本事業の成果状況と評価

基本事業01　地域防災力の促進（自助・共助）

基本事業01　地域防災力の促進（自助・共助）

市民アンケート 上がると良い

57.4％

単位

指
標
①

指
標
①

災害時に地域で助け合いができると思う市民割合

目　 標
達成度

(横ばい)

（中）

実績値
（R03）

指標の
うごき

目標値
（Ｒ07）

指標の
うごき

-

53.2 56.8  
災害への備えを4つ以上していると回答した市民割合

％ 54.8

災害への備えをしている市民割合

危機管理課

単位 基準値

 

（中）

56

(横ばい)

実績値
(R04)

実績値
（R05）

実績値
(R02)

目標値
（Ｒ07）

目　 標
達成度

評
価

（原因）防災ハザードマップ改訂に伴う住民説明会や防災講話（出
前講座）の実施、総合防災訓練などを通じて、市民の防災意識を喚
起する機会が増えたことが要因と考えられます。
【統計誤差の範囲内です。】

基準値

成果

成果 市民アンケート 上がると良い 危機管理課

（原因）新型コロナウイルス感染症の影響で、防災訓練の規模が縮
小するなど助け合いを実感する機会が得られなかったことが要因と
考えられます。
【統計誤差の範囲内です。】評

価

施策評価と見方は
一緒です。

30
40
50
60
70
80

基

準

R03 R04 R05 R06 R07

（％）

基本事業の成果状況は、はじまりが右
側のページとなるよう調整しています。

3040
5060
7080

基

準

R03 R04 R05R06R07

（％）

【目標達成度】
成果指標の前期目標値への令和７年度（前期目標年度）を基準とした、達成度見込みを示しています。

(達成)：前期目標値を達成しているもの
(高) ：令和６年度までに達成する可能性が高いもの
(中) ：令和７年度（前期目標年度）で達成する可能性が高いもの
(低)  ：令和７年度（前期目標年度）で達成することが難しいもの

－： 前期目標値が「－」のもの、令和５年度に実績値がないもの

【指標のうごき】
前期基準値(又は取得初年度)と比較した際の令和５年度の成果指標のうごきを、次の区分により示しています。
なお、市民アンケートから数値を取得しているものは、一定の統計誤差を考慮しています。

（向上）：数値（成果）が前期基準値（又は取得初年度）に比べ向上しているもの
（横ばい）：数値（成果）が前期基準値（又は取得初年度）に比べ微向上（横ばい）であるもの
（横ばい）：数値（成果）が前期基準値（又は取得初年度）に比べ微低下（横ばい）であるもの
（低下）：数値（成果）が前期基準値（又は取得初年度）に比べ低下しているもの

－：累計以外で前期基準値がないもの、令和５年度に実績値がないもの、指標特性が「その他」のもの、取得初年度のもの
※累計については、目標値に対する数値（成果）の進捗状況に応じて、区分しています。

【目標値】
目標値は、次の３つのパターンで表しています。

数値：業務データから現状値を把握するもの
矢印：目標値を数値で表しにくいもの（アンケートによる把握、取得方法変更等）と現状維持のもの

※アンケート指標については、統計誤差の関係があるため、方向性を矢印で表しています。
－ ：指標区分が「社会」のもの及び目標設定がなじまないもの
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（５）施策・基本事業評価の動向
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４ 事務事業の点検・評価 

教育委員会において実施した事業のうち、令和５年度主要な施策（総合計画

に定める「基本事業」に大きく貢献する事業。）１７事業について点検・評価

を行いました。 

(1) 評価結果の概要 

事業状況 事務事業数 成果向上 事務事業数 

順 調 で あ る  ２件 向上余地は小  ５件 

概ね順調である １４件 向上余地は中 １２件 

順 調 で は な い １件 向上余地は大 ―  

合  計 １７件 合  計 １７件 
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（2） 令和５年度主要な施策一覧

教育委員会所管主要事業

17事業 1 1 大

2 2 中

3 3 小

【政策３】 歴史・文化を継承し豊かな心を育むまち

事業
状況

上位
貢献

R5 R5

1 03 01 01 地域とともにある学校づくり事業（地域学校協働活動事業） 2 1

2 03 02 02 たがじょう心のケア教育相談事業 2 2

3 03 02 03 学校給食センター運営事業 2 2

4 03 02 04 小学校環境整備事業 2 2

5 03 02 04 中学校環境整備事業 2 2

6 03 02 04 小中学校通学区域適正化事業 2 2

7 03 02 04 小学校学校施設維持管理事業 2 2

8 03 02 04 中学校学校施設維持管理事業 2 2

9 03 02 04 学校ＩＣＴ整備事業［小学校］ 2 2

10 03 02 04 学校ＩＣＴ整備事業［中学校］ 2 2

11 03 02 04 地域とともにある学校づくり事業（コミュニティ・スクール事業） 2 2

12 03 03 02 令和の万葉大茶会交流事業 1 2

13 03 03 03 文化センター改修事業 1 1

14 03 05 02 特別史跡多賀城跡復元整備事業 2 1

15 03 05 02 全国史跡整備市町村協議会等開催事業 2 1

16 03 05 03 歴史遺産保全・発信事業 2 2

17 03 05 99 特別史跡多賀城跡附寺跡保存活用計画策定事業 3 1

17

R5 R5

2 5

14 12

1 0

1,207

76,861

埋蔵文化財調査センター

文化財課

教育総務課

169

教育総務課

文化財課

6,214

21,476

教育総務課 153,282

教育総務課

377

№ 政策 施策

基
本
事
業

事務事業名

生涯学習課

担当課等
R5年度
決算額

(千円単位)

順調ではない

168

169,143

144,175

16

738,848

54,301

上位貢献

順調である

事業状況

●事業状況・・・事務事業の進捗状況について、当初予定と比較した状況となります。　　

●成果向上・・・事務事業を継続することにより、成果指標が今後も向上するのか、または
　　　　　　　　　 やり方を変えることにより成果向上が見込めないかどうかを検討します。

※主要事業とは、総合計画に定める「基本事業」に大きく貢献する事業です。

概ね順調である

教育総務課

学校給食センター

教育総務課

教育総務課

教育総務課

教育総務課

生涯学習課

小

生涯学習課

文化財課

上位貢献

中

1,115,529

341,692

3,238

0

大

指標
結果 順調である

概ね順調である

順調ではない

事業状況
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事務事業評価表（実施計画及び主要事業）

　事務事業評価表とは

【第六次多賀城市総合計画の構成】

※　実施計画とは

　「事務事業評価」と評価表の見方

Ⅴ

１

２

○掲載事業

「実施計画」は、施策及び基本事業を実現するため、計画的に取り組む主要な事務事業を明らかにするも

ので、毎年度の予算編成や当面の行財政運営の指針とするものです。実施計画に掲げる事務事業は、「①

重点テーマに大きく寄与する政策的な事務事業」、「②普通建設事業（国、県、市事業の負担金などを含み

ます。）」、「③公共施設の長寿命化対策等に資する事務事業」の基準に該当するものを対象とします。

事業計画期間は、3年間ですが、社会情勢の変化が著しいことから、毎年度見直すこととしています。ま

た、補正予算においても実施計画対象基準に該当する事業が計上されることから、実施計画事業を追加し

ています。

実
施
計
画

基
本
構
想

基
本
計
画

　事務事業評価表は、基本事業を実現するための具体的な手段である「事務事業」について、上位
施策の成果向上や目標達成に貢献しているか、より効果的な手法はないか、コストの妥当性や効率
性はどうかといった項目について、年度ごとの予算・決算の状況を反映し、市が評価し、作成したもの
です。
　年度ごとに評価を行うことで、事業進捗状況を確認するとともに、事業における手段の改革、改善を
検討することに繋がっています。

実施計画事業（※）及び主要事業（総合計画に定める「基本事業」に大きく貢献する事業）を掲

載しています。

　事務事業をより効果的、効率的に実施するためには、意図（事業実施により、対象をどのような状態
にしたいのか）と対象（誰に対して事業を行うのか）を明確にすることが重要となります。
　この報告書では、「事務事業評価」として、掲載事業の経過、当該年度の取組内容や指標及び事業
費の推移、また、それを踏まえた評価結果を示しています。
　これは、事務事業がどのような状態を目指しているのかと事務事業の成果をわかりやすく簡潔に表す
ための仕組みであり、また、事務事業の取組結果が将来都市像やまちづくりに貢献するかどうかを総
合計画の体系の中で確認･検証し、次の施策展開に反映するための仕組みでもあります。

事務事業の目的と手段

誰・何が変わることを目指しているのか？対象

意図

手段

対象がどのような状態になることを目指しているのか？

対象が意図の状態になるために何をするのか？

目
的

「将来都市像評価」
将来都市像と連動したまちづくり全体を評価

※まち全体に対する市民の実感・満足度

「施策・基本事業評価」
基本計画と連動した施策・基本事業を評価

※まちづくりの進捗度

「事務事業評価」
施策・基本事業を実現するための

個々の手段を評価
※事業の進捗管理

「主要な施策の成
果に関する報告書
<その2>まちづくり
報告書」で議会・市
民に報告

「主要な施策の成
果に関する報告書
<その3>」「実施計
画書」で議会・市
民に報告

政策

（7）

施策

（29）

基本事業

（90）

事務事業

（約600）
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主要 ［999］ （事項別明細書　　ページ）

事務事業の全体計画

手段（05年度の取り組み）

○指標、事業費の推移

○これまでの取り組みの評価

□ 順調である

□ 概ね順調である

□ 順調ではない

□

□

□

正職員人件費 千円
正職員人工数 人工

上
位
貢
献

貢献度は大

貢献度は中

貢献度は小

トータルコスト 千円

事
業
状
況

事
業
費

合計 千円

県支出金 千円
地 方 債 千円
そ の 他 千円
一般財源 千円

国支出金 千円

Ｆ

Ｅ

Ｄ

Ｂ

Ｃ

０５年度

実績 実績 実績

対象指標
Ａ

意図（対象をどのような状態にしたいのか）

区分 単位
０３年度 ０４年度

目 基本事業

事務事業の開始背景（根拠）、概要

対象（誰、何に対して働き掛けるのか）

重点テーマ

款 政　策
項 施　策

担当部

担当課

会計

開始年度 終了年度 実施計画

活動指標

○ ○

付記事項

　基本事業を実現する手段である事務事業のうち、主要な事業について、事務事業評価により事業

の全容を行政評価の視点で記載しています。「目的はまちづくりにつながっているか」「何をどの程度実

施したか」「手段は目的達成のために適切か」「コストは適切か」といった視点で評価・検討を行い、業

務改善へとつなげるものです。

＜事務事業評価表の見方＞

事務事業名称

指標名

総合戦略

担当係

●事項別明細書・・・それぞ

れの会計における事項別明細

書のページを記載しています。

●政策・施策・基本事業・・・第六次

多賀城市総合計画前期基本計画にお

ける位置付けを記載しています。

●担当・・・令和６年度担当部

署を記載しています。

●会計・・・一般会計、特

別会計、事業会計の区分

●款項目・・・支出科目

●開始年度・終了年度・・・年度が

決まっている場合に記載しています。

●実施計画・重点テーマ・総合戦略・・・
該当する事業に「○」を付しています。

●対象・・・事務事業を通して市が働きかける、または

恩恵を受ける人や団体、場所などを記載しています。

●意図・・・事務事業を行うことにより、「対象」をどのよ

うな状態にしたいのかを記載しています。

●手段・・・この事務事業において、当該年度に行う取り

組みを記載しています。
また、事業の特定財源（補助制度等）を活用した場合は、
【○○補助金 国○/○】というように、参考として記載し
ています。

繰越事業については、その旨を記載しています。

●事務事業の全体計画・・・事務事業のこれまでの主な経過、

全体計画（決定している場合）を記載しています。

●対象指標・・・対象の規模を示すものさしです。

●活動指標・・・「事務事業の目的がどれだけ達成されたのか

（対象が意図の状態にどれだけ近づいたのか）」を測るものさしで

す。

●事業費・・・コスト推移の目安と

して、事業費及び財源内訳を千円

単位で記載しています。「その他」

には、繰越や使用料等、他の欄に

該当しない財源をまとめています。

※公営企業会計については、事業

費に正職員人件費が含まれてい

ます。

●正職員人件費・・・正職員

人工数×平均人件費（給与費

に保険等の事業主負担分を含

めた１人当たり平均雇用コスト

７３０万円）により算定していま

す。

●トータルコスト・・・事業費

に、正職員人件費を加えたも

のです。

●事務事業の開始背景（根拠）、概要・・・複数の予算科

目を合算している事務事業については、【この事務事業は

○○と○○を合わせた事業です】と記載しています。

●付記事項・・・補足説明などを

記載しています。

●事業状況・・・「意図」欄又は「指標」に係る計画値に対する

達成度合いからみた事務事業の進捗状況を記載しています。

●上位貢献・・・この事業が、将来都市像や施策・基本事業の目指す姿や指標に対して、貢献して

いる度合いを記載しています。
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みんなの力で減災 安全で安心
に暮らせるまちづくり （安全安心）

【施策】
1-1 防災・減災対策の推進
1-2 防犯対策の推進
1-3 安全な消費生活の確保
1-4 交通安全対策の推進

政 策

１

夢と希望が輝く 誰もが成長できるまちづくり （教育文化）

政 策 ３

【施策】
3-1 学校・家庭・地域の連携による教育力の向上
3-2 学校教育の充実
3-3 生涯学習の促進
3-4 市民スポーツ社会の促進
3-5 文化財の保護と活用

都市と自然の環境調和 快適で
潤いのあるまちづくり （生活環

【施策】
4-1 自然と生活環境の調和
4-2 循環型社会の促進
4-3 良好なまちなみの保全
4-4 都市インフラの保全

政 策

４

地域の資源と知恵をいかす 活気
あふれるまちづくり （産業活気）

【施策】
5-1 農業の振興
5-2 商工業の振興
5-3 地域資源を活用した賑わいの

創出

政 策

５

地域の未来を共に創る 絆と誇り
を築くまちづくり （地域創生）

【施策】
6-1 地域経営の振興
6-2 多様な主体との連携・協働に

よるまちづくりの推進
6-3 地域資源を活用した市民文化

の創造

政 策

６

縮減社会への対応 持続可能な
行財政経営 （行財政経営）

【施策】
7-1 適正な事務の執行と行政サー

ビスの提供
7-2 組織・人事マネジメントの推

進
7-3 健全な企業経営の推進
7-4 環境変化に対応した行財政経

営の推進

政 策

７

健やかで優しい 支え合いのある
まちづくり （健康福祉）

【施策】
2-1 地域福祉の推進
2-2 健康づくりの促進
2-3 子育て支援の充実
2-4 高齢者福祉の推進
2-5 障害者（児）福祉の推進
2-6 社会保障等の充実

政 策

２
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（５）点検・評価表（事務事業評価表）
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Ⅲ  学 識 経 験 者 の 意 見  



 



 

 

第２期多賀城市教育振興基本計画に基づく 

令和５年度教育委員会の点検及び評価に対する意見 

元多賀城市立山王小学校長 當麻 哲 氏 

 

１ 学校・家庭・地域の連携による教育力の向上について 

 少子高齢化や核家族化の進行により地域社会のつながりの希薄化や、社会

規範や社会的マナー、道徳心など地域で子どもを育むべき地域教育力の低下

が危惧されている。また、児童虐待や貧困といった家庭環境の問題、学校で

はいじめや不登校をはじめとして、抱える課題も複雑化・多様化している。

このような現状を踏まえて、学校・家庭・地域の連携・協働の強化を図り、

社会全体で子どもを守り育てる環境をつくり、教育力を向上させていくこと

はとても重要な施策であると考える。 

令和５年度のまちづくり報告書の結果では、学校・家庭・地域の連携によ

る教育力向上については市民の評価は下がっている。新型コロナウィルス感

染症拡大の影響により、取組の停滞が長期化した影響から向上に至っていな

いとされているが、地域学校協働活動をはじめ、学校支援活動や地域教育力

向上事業等を計画的に進めてきており、引き続き目標が達成できるよう事業

を推進していくことを期待したい。また、児童生徒は、教育連携事業を学校

だけでは得られない知識や経験を地域住民から学ぶことができていると評価

しており、着実に子どもたちの学びにつながっていると考えられる。 

青少年育成活動事業として、小学校の空き教室などを活用して子どもに体

験の場を提供する「放課後子ども教室」や、授業などを支援する「学校支援

活動」を増やしたことで参加人数が大幅に増加していることは喜ばしいこと

である。 

今後は、学校を核とした地域づくりを支援する「地域学校協働本部」と学

校運営に地域の声を積極的に生かし、地域と共にある学校づくりを進める「学

校運営協議会」が両輪となって、学校と地域との連携・協働を推進いくこと

を期待したい。 

 

２ 学校教育の充実について 

 学校ICT整備事業が着実に進められ、児童生徒一人１台のタブレット端

末を活用して学習できるようになったことは、分かる授業・充実した授業

が展開され、情報活用能力を身に付け、学習意欲を高めるとともに学力の
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向上につながるものと期待したい。そのためにも、市内すべての学校で積

極的にICTを活用して、学校間格差が出ないようにしてほしい。端末を有

効活用して充実した授業が展開できるようにするためには、指導者の育成

や教職員の指導力向上に向けた研修を充実させることは必要不可欠であ

る。その対策として、専門知識を有する教職員を育成していることやICT

支援員を各校に配置していることは大変有効である。 

「学校が楽しい」と答えた児童・生徒が、87％と高い割合であることは喜ば

しいことだが、勉強が難しいと感じている割合は学年が上がるに従い増える

傾向にあることは課題である。どうしても一斉指導の授業だけでは理解でき

ずにつまずいたままの児童生徒が出てきてしまう。文部科学省の指針や宮城

県の教育の重点では、「個別最適な学び」と「協働的な学び」を一体的に取

り入れて充実させていくが今後、実現すべき学びと示している。ICTを効果的

に活用しながら児童生徒一人一人が主体的・対話的で深い学びとなるような

授業改善を進めていってほしい。 

市内小中学校の不登校の割合は増加傾向にある。学校生活や家庭生活での

悩みや不安、スマホ・ゲーム依存、他にもさまざまな要因が考えられるが、

学校内における児童生徒への相談支援の充実と学校・家庭・関係機関とが連

携して「どこにいても誰かとつながっている」教育相談体制の充実を図って

いくことが必要と考える。心のケア事業として、学び支援教室、スクールソ

ーシャルワーカー、スクールカウンセラー、子どもの心のケアハウス等が密

接に連携して支援対策を施してきたことで、再登校率は上がってきているこ

とは個々への丁寧な対応が成果として表れているものと評価できる。いじめ

や問題行動についても、未然防止と早期対応に向けた教育相談体制を充実し

、学校・家庭・関係機関が連携して、いじめ防止に協働で取り組んでいって

ほしい。 

 

３ 生涯学習の促進について 

 新型コロナウィルス感染症の影響もほとんどなくなり、公民館などでの講

座や教室、サークル活動のほかインターネットなど多様な方法で学ぶことが

できる環境が整ってきたこと、さらに、文化芸術活動の機会が増加したこと

により、利用者が増加に転じたことは大変喜ばしいことである。また、文化

センターの大規模改修工事が終了したことにより、文化芸術に関するイベン

トなどが多く開催されるようになったことで利用者が増えてきた。今後も、
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市民の誇りの拠り所であるとともに多賀城らしい魅力の発進拠点としてさま

ざまなイベントの開催を期待したい。   

生涯学習を推進していくために魅力的な事業を展開し、学び続けることの

できる機会の場、文化芸術の振興の場として、市民へのサービス向上を目指

して事業を進めてほしい。 

 

４ 市民スポーツ社会の促進について 

 新型コロナウィルス感染症が５類感染症に移行したことに伴い、ウォーキ

ングやランニングなど個人で運動を行う人やスポーツ施設で集団での運動す

る人が増えてきている。また、社会体育事業やスポーツ団体の活動が活発に

開催されるようになり、市民の参加する機会が増えたことで参加者が大幅に

増加している。市民がスポーツに親しむことができる環境を提供することは

、心身の健康の保持・増進を促し、生涯に渡ってスポーツに親しみ、人と人

との交流にもつながることである。今後も多様なスポーツ事業を展開するな

どして施設の利用促進を図ってほしい。 

  

５ 文化財の保護と活用について 

 市民アンケートの結果から市の歴史と文化を身近に感じていると高く評価

されている。これは、特別史跡多賀城跡復元整備事業が順調に進めてきてい

ることと、広報活動や普及啓発活動も積極的に行われているからではないか

と考える。復元された南門を含め特別史跡周辺一帯を多賀城跡として事業計

画に沿って整備し、令和６年には、多賀城創建１３００年で記念式典、並び

に復元した南門を一般公開まで計画的に進めてきたことはすばらしいことで

ある。今後は、復元した南門を含めた特別史跡周辺の整備と一体となった活

用策を検討し、より多くの方々に多賀城のすばらしさを知っていただくとと

もに歴史を活かした多賀城のまちづくりにつなげていくことを期待したい。 

また、うれしい話題として、政庁跡の復元については宮城県の事業として取

り組む考えがあることを村井知事が明らかにしたことは、県民をはじめ全国

的にも多賀城の価値を知ってもらう機会になることにつながるのではないか

と期待したい。 

今後も多賀城の歴史・文化・まちについて学ぶ機会を増やし、市の文化財

を次世代に継承していくことの大切さを市民に理解していただくような取り

組みや、郷土愛を育む教育をさらに推進してほしい。 
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６ 総括的意見について 

 令和５年度も、教育文化の５つの施策について、前年度までの評価結果を

踏まえて事業計画に沿って着実に事業展開いただいたことに感謝するととも

に敬意を表したい。これまでは、新型コロナウィルス感染症拡大が事業の進

捗に大きく影響していたが、今後は、各施策についてさまざまな視点から総

合的に捉えて評価し、各施策の目指す姿（目標）が達成できるようさらなる

事業の推進に期待したい。 
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第２期多賀城市教育振興基本計画に基づく 

令和５年度教育委員会の点検及び評価に対する意見 

元多賀城市立高崎中学校長 横橋 健 氏 

 

１ 「学校・家庭・地域の連携による教育力の向上」について 

「地域学校共同活動実施回数」が順調に増加し、令和５年度には令和３年

度のほぼ 4.5 倍になっているのは大変素晴らしいと思う。地域のボランティ

アが学校に関わることで児童生徒へのきめ細かな指導が期待でき、地域の方

を児童生徒が知ることで、児童生徒が地域の活動に参加しようとする心を育

て、子どもたちの学びを支える地域社会が形成されてきていると感じてい

る。しかしながら、市民アンケートの結果を見ると、このような取り組みが

多くの市民に知られていないではないかと思う。今後この取り組みの市民へ

の啓発が求められる。 

 知識や経験を地域住民から学ぶことができている児童生徒の割合が横ば

いという評価であるが、緩やかにではあるが上昇してきていると思われる。

特に小学生では、基準値に達しており、今後さらに上昇していくことが期待

できる。また、中学生でも今後基準値をクリアすることが期待できる。 

 

２ 「学校教育の充実」について 

 「学校が楽しいと感じる児童生徒の割合」と「授業がわかると答える児童

生徒の割合」が見事に相関している。学校生活のほとんどの時間を占める授

業において、達成感を持ち、わかったと感じることが学校生活の中で大変重

要である事がわかる。授業の ICT 化により「個の学び」と「グループ活動」

とが効果的に行われることができ、以前とは違った学びが創造できる可能性

がある。学校と授業の ICT 化に専門業者の活用と教職員の育成を導入してい

るのは大変素晴らしい。 

 一方、不登校児童生徒の出現率は増加している。不登校の要因には様々な

ものが考えられ、なかなか未然に防止するのは難しい。しかしながら、多賀

城市ではSCやSSWの活用、支援教室や心のケアハウスなど様々な手立てで支

援しており、令和５年度には、４割近くの不登校の児童生徒が再登校してい

る。不登校の未然防止のためにSCやSSWの活用、さらに不登校になっても様

々な支援があることを保護者に知らせ、できるだけ早い時期に相談をするこ

との大切さと積極的に相談するような体制を構築していただきたい。 
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３ 「生涯学習の促進」について 

 学習機会に満足している市民の割合が９割近い。これまで感染に気をつけ

ながらも講座等を開設してきていたことが実を結んだと思われる。 

 文化センターの改修工事が終了し、様々な文化芸術のイベントが開催され

たことにより、文化芸術の直接鑑賞をしている市民の割合がコロナ以前より

大きく増えている。今後ますます向上していくことが期待される。 

 一方、生涯学習施設を利用している方がやや減少しているが、一部施設が

４ヶ月閉館したことを考慮すると、約８ヶ月での評価とも考えられる。次年

度以降、より向上していくことが期待されるのではないか。 

 昨年に引き続き、市民図書館の市民への貸し出し数が減少してきているこ

とに対しての取り組みに期待したい。 

 

４ 「市民スポーツ社会の促進」について 

 スポーツの機会に満足している市民の割合が 80％以上で、スポーツ等の

教室・大会の参加者数が基準年のおおよそ 1.7 倍と大きく伸びている。新型

コロナウイルスの感染が拡大していたころには個人で取り組む運動に取り

組む市民が増え、それが一段落した現在、チームで行うスポーツへの参加が

増えていると考えられる。大会等も活発に開催されるのになったことが窺え

る。 

 しかしながら、施設の利用者の人数が思うように伸びていない。ひとつの

要因としては、体育施設の老朽化もあるのではないかと思われる。他の市町

の新しい体育館に比べ、古く、暗い印象を持ってしまう。改修の時期に来て

いると思われ、市民の声を聞きながら計画を立てていただきたい。 
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５ 「文化財の保護と活用」について 

 多賀城市にとって、多賀城の歴史と文化財は大変貴重な遺産である。その保

護と継承には大きな責任を伴っており、市教委の文化財課を中心とした取り組

みには敬意を表したい。 

 多賀城跡復元事業の進捗に伴い市民の多賀城への関心の高まりが市の歴史、

文化を身近に感じている市民の割合が大きく向上している。また、多賀城創建

1300 年に向けた企画展の開催などの取り組みが行われ、順調であることは喜

ばしいことである。令和６年度の南門の完成と多賀城創建 1300 年にかかるイ

ベントに期待したい。 

 

６ 「総括的意見」について 

 令和５年の多賀城市の取り組みは、どの分野においても、例年にも増して良

かったように思われる。一つ一つの施策が充実しており、市民の方々もコロナ

以前のような活動に戻りつつあるように思われる。次年度以降も継続して取り

組んでいただきたい。 

 また、多賀城創建 1300 年に向けての取り組みも順調に進んでいるようで喜

ばしい。これを契機に宮城県内外への広報活動を通して、多賀城へのたくさん

の方からの関心が集まることが期待される。その関心を一時的なものではな

く、長く続いていくようなものに発展できるような企画に期待したい。 

 また、学校の教員の働き方も以前は朝早くから夜遅くまで勤務しているのが

常態であった。現在も小中学校の教員の負担が大きいのは論を待たず、全国的

な課題になっている。多賀城市でもこれらの課題に何とか対応していくことが

求められる 
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